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研究開発を促進する組織構造
- 知的創造の能力による競争優位と ｢場｣の形成
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































価因子,すなわち社会貢献 ･環境保護 ･法令順守 (コンプライアンス)等に
関する ｢社会性｣因子,財務データと関係深い ｢収益力 ･成長力｣因子,義






















































稔資産 0.3026 0.8495 3.72E+6
巌客忠誠 0.4460-0.1079 0.1071 128.14
産業タやミ- -0.1090 0.3771 0.3923 -0.3905 0.47851
組織ス37 0.2478-0.0860 10.0355 0.3638-0.6267
社会性 0.3063 0.1785 0.3097 0.3625-0.3666
R&D活性 0.1289-0.1875 -0.1637 0.3015-0.6508
人材活用 0.1365-0.0621 -0.0897 0.0941-0.1719
多角化度 0.0905 0.1303 0.1761-0.1537 0.0944
売上利率 -0.0737-0.1004 -0.0954 0.2353-0.3612
ROE 0.1017-0.0908 0.0345 0.3345-0.1025
ROA -0.0511-0.3064 -0.2677 0.3060-0.4267














0.4061-0.2715 0.7519 0.6986 3.1424











































r2 :0.5447 F値 :28.118***
R&D活性 人材活用 定数
係 数 0.1196 0.0220 -4.3




する回帰分析結果r2 :0.7425 F値 :67.791***
総資産 資本金 定数係 数 0.0615 -
0.2133 22495標準誤差 0.00
















































日産ディーゼル工業 (0.33), トヨタ自動車 (0.29),スズキ (0.25)となっ
た｡下位5社はダイハツ工業 (0.13),三菱自動車工業 (0.14),日野自動車
(0.15),いすゞ自動車 (0.16),マツダ (0.18)であった｡また,化粧品 ･シャ
ンプー業界で,当該数値を求めたところ,上位5社は花王 (0.90),ライオン
(0.73),ファンケル (0.52),資生堂 (0.45),コーセー (0.34)で,下位5社
はアイビー化粧品 (0.01), ミルボン●(0.16),日本色材工業研究所 (0.17),
カネボウ (0.24),マンダム (0.31)となった｡削7そして,印刷業界で上位5
社は,大日本印刷 (1.03),凸版印刷 (0.59),日本写真印刷 (0.33),共同印
刷 (0.16),福島印刷 (0.ll),下位5社はサンメッセ (0.0027),平賀 (0.01),


















売上利益率 7.66 3.16 0.015





位5社 下位5社 両側t検売上利益率 8
.54 3.96 0.5156ROE
8.14 2.28 0.2653RO
A 4.40 2.26 0.5423経
常利益 40467 214 0.0969†図表8 特許数上位群と下位群の競争優位性比較 - 化粧品シ
ャンプー業界-上位5社 下位5社 両側t検
売上利益率 8.40 2.46 0.08
27†ROE 4.18 -23.06
0.3290ROA 4.48 -9
.04 0.2366経常利益 47467 328 10
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たる機会 (短期 ･中期 ･長期,持続力 ･対抗可能,価格 ･製品特性など)を追求し,
それを業界の平均以上の投資収益率の他に,マーケット･シェア,新規顧客の数と
いった多様な尺度によって評価する｣(Wiseman,1988,122;邦訳,115)0





















































































































※23 花王の研究開発に関する代表的文献には,中村 ･碓井 ･他 (1989),福嶋 (1998),
企業研究会 (2000),常磐 (2004),藤原 ･武石 (2005)がある｡このうち中村 ･碓
井 ･他 (1989)によれば,同社の研究開発は高分子科学や界面科学等のシーズ･ポ
テンシャルおよびヘテロ (異質)への親和を土台にしたシーズとニーズの結合過程
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